
貸借対照表注記（2020年3月期）
１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却
　　原価法（定額法）、子会社株式については移動平均法による原価法、その他
　　有価証券のうち時価のあるものについては決算月１ヶ月平均に基づいた市
　　場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、た
　　だし時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平
　　均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価
　　証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。
３．有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産とし
　　て運用されている有価証券の評価は、時価法により行っております。
４．有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、平成10年4月1日以後に取得
　　した建物（建物附属設備を除く。）並びに平成28年4月1日以後に取得した
　　建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。また、主
　　な耐用年数は次の通りであります。
　　　　　　　　　建　物　　　8年 ～ 50年
　　　　　　　　　その他　　　3年 ～ 15年
５．無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自金庫
　　利用のソフトウェアについては、金庫内における利用可能期間（5年）に基づ
　　いて償却しております。
６．所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係
　　る方法に準じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計
　　基準」（企業会計基準第13号平成19年3月30日）及び「リース取引に関する
　　会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号同前）が平成20年４
　　月1日以降開始する事業年度から適用されることになったことに伴い、リー
　　ス取引開始日が平成20年4月1日以降に開始する事業年度に属するものに
　　ついては、同会計基準及び適用指針を適用しております。
　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうちリース取引開始日が平
　　成20年4月1日前に開始する事業年度に属するものについては、通常の賃貸
　　借取引に準じた会計処理によっております。
７．外国通貨については決算日の為替相場による円換算額を付しております。
８．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上して
　　おります。
　　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻
　　先」という。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質
　　破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載されてい
　　る直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収
　　可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻
　　の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（
　　以下「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額から担保の処
　　分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債
　　務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。
　　上記以外の債権については、過去の一定の期間における貸倒実績から算出
　　した貸倒実績率等に基づき計上しております。
　　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定
　　を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、
　　その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。
　　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債
　　権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除し
　　た残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は
　　1,480百万円であります。
９．賞与引当金は、職員への賞与の支払に備えるため、職員に対する賞与の支
　　給見込額のうち、当期に帰属する額を計上しております。
10．退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給
　　付債務額を計上しております。
　　また、数理計算上の差異は発生年度の職員の平均残存勤務期間内の一定の
　　年数（5年）による定額法により当期費用処理を行っております。
　　当金庫は、複数事業主（信用金庫等）により設立された企業年金制度（総合
　　設立型厚生年金基金）に加入しており、当金庫の拠出に対応する年金資産
　　の額を合理的に計算することができないため、当該年金制度への拠出額を
　　退職給付費用として処理しております。
　　なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占
　　める当金庫の割合並びにこれらに関する補足説明は次のとおりであります。
　　①制度全体の積立状況に関する事項（平成31年3月31日現在）
　　　　　年金資産の額　　　　　　　　　　1,650,650百万円
　　　　　年金財政計算上の給付債務の額　　1,782,453百万円
　　　　　差引額　　　　　　　　　　　　　△131,803百万円
　　②制度全体に占める当金庫の掛金拠出割合（平成31年3月31日現在）
　　　　　　　　　　　　　　0.2498％
　　③補足説明
　　上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高
　　180,752百万円及び別途積立金48,949百万円であります。本制度における
　　過去勤務債務の償却方法は期間19年0ヵ月の元利均等償却であり、当金庫
　　は、当事業年度の財務諸表上、当該償却に充てられる特別掛金46百万円を

　　費用処理しております。
　　なお、特別掛金の額は、予め定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の
　　額に乗じることで算定されるため、上記②の割合は当金庫の実際の負担割
　　合とは一致しません。
11．役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員
　　に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当事業年度末までに発生してい
　　ると認められる額を計上しております。
12．睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者か
　　らの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積
　　もり、必要と認める額を計上しております。
13．偶発損失引当金は、信用保証協会への負担金の支払いに備えるため、将来
　　の負担金支払見込額を計上しております。
14．消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。
15．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権はありま
　　せん。
16．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債務はありま
　　せん。
17．子会社の株式総額　　　　　　　　　　10百万円
18．有形固定資産の減価償却累計額　　 4,515百万円
19．貸出金のうち、破綻先債権額は318百万円、延滞債権額は3,841百万円で
　　あります。
　　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続してい
　　ることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがない
　　ものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。
　　以下、「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40
　　年政令第97号）第96条第1項第3号のイからホまでに掲げる事由又は同項
　　第4号に規定する事由が生じている貸出金であります。
　　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務
　　者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払いを猶予した貸
　　出金以外の貸出金であります。
20．貸出金のうち、3ヶ月以上延滞債権額は38百万円であります。
　　なお、3ヶ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日
　　から3ヶ月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しな
　　いものであります。
21．貸出金のうち、貸出条件緩和債権は439百万円であります。
　　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目
　　的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他
　　の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び
　　3ヶ月以上延滞債権に該当しないものであります。
22．破綻先債権額、延滞債権額、３ヶ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権
　　額の合計額は4,637百万円であります。
　　なお、19．から22．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
23．手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理し
　　ております。これにより受け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形
　　及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権
　　利を有しておりますが、その額面金額は1,370百万円であります。
24．担保に供している資産は次のとおりであります。
　　　担保に供している資産
　　　　　預け金　　　　　　　　　2,400百万円
　　　　担保資産に対応する債務
　　　　　借用金　　　　　　　　　1,642百万円
　　　　上記のほか、為替決済、歳入代理店契約の担保として、預け金4,550百万
　　　　円及び有価証券200百万円を差し入れております。
　　　　また、その他の資産のうち保証金は27百万円であります。
25．出資1口当たりの純資産額9,708円74銭
26．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３
　　項）による社債に対する当金庫の保証債務の額は110百万円であります。
27．金融商品の状況に関する事項
　（1）金融商品に対する取組方針
　　　 当金庫は、預金業務、融資業務および市場運用業務などの金融業務を
　　　 行っております。
　　 　 このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債
　　　 の総合的管理（ALM）をしております。
　（2）金融商品の内容及びそのリスク
　　 　 当金庫が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する
　　　 貸出金です。
　　　 また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、満期保有目的、
　　　 純投資目的及び事業推進目的で保有しております。
　　 　 これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価
　　　 格の変動リスクに晒されております。
　　 　 一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒
　　　 されております。
　　　 また、変動金利の預金については、金利の変動リスクに晒されております。
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